
 

県民健康調査「こころの健康度・生活習慣に関する調査」結果概要等 

 

１ 平成 27年度結果概要および調査結果の年次推移 

 

２ 平成 26年度面接調査結果報告「回答者特性に関する調査」 

 

３ 平成 28年度面接調査結果報告「電話支援についての有用性の評価」 

 

４ 主要論文の紹介（とくに縦断研究論文の紹介） 

 

５ その他 参考論文概要（参考論文１～５） 
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参考論文１ 

原子力災害後の心理的苦痛に関する重症度軌跡と予測因子：福島県民健康調査 

Predictors of severe psychological distress trajectory after nuclear disaster: 

evidence from the Fukushima Health Management Survey 

大江美佐里 1，前田正治 2,3、永井雅人 2,4、安村誠司 2,5、矢部博興 6、鈴木友里子 7、 

針金まゆみ 2、大平哲也 2,4、阿部正文 2 

1 久留米大学医学部神経精神医学講座、2 福島県立医科大学放射線医学県民健康管理セン

ター、3 福島県立医科大学医学部災害こころの医学講座、4 福島県立医科大学医学部疫学

講座、5 福島県立医科大学医学部公衆衛生学講座、6 福島県立医科大学医学部神経精神医

学講座、7 国立精神・神経医療研究センター 

掲載 「BMJ Open」（2016） 

 

【目的】 

2011年 3月の東日本大震災後に起きた福島第一原発事故は、地域住民の生活に長期的な影

響を及ぼしている可能性があります。今回の研究では、3年間の全調査を受けた方のデータ

を使い、心理的苦痛がどのように経過したかを分析し、重度の苦痛と関連する因子を見出

すことを目的としました。 

 

【方法】 

調査対象者は震災後 3年間避難指示区域に分類されていた福島県内の自治体の住民のうち、

3年間に行われた 3回の調査全てに回答した 12,371名でした。 

 

【結果】 

混合軌跡モデリングという手法を用いたところ、心理的苦痛のパターンは 4 つに分類され

ました。どのパターンにおいても、3 年間で緩徐な改善を認めました。多変量解析の結果、

自覚的な睡眠不全感、問題飲酒、社会支援の不足、事故 3 年後の放射線リスク認知と心理

的苦痛の重症度との間に関連があることがわかりました。 

 

【結論】 

今回見出した関連要因は、原子力災害後の長期的な地域メンタルヘルスケアを行う際に役

立つ可能性があります。 
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参考論文２ 

福島第一原子力発電所の事故によって生じた避難区域における避難生活者の深

刻な心理的苦痛：福島県民健康調査 

Severe Psychological Distress of Evacuees in Evacuation Zone Caused by the Fukushima 

Daiichi Nuclear Power Plant Accident: The Fukushima Health Management Survey 

福島県立医科大学医学部神経精神医学講座：國井泰人，鈴木友理子、志賀哲也、矢部博興、

安村誠司、前田正治、丹羽真一、大津留晶、増子博文、阿部正文 

掲載 「PLOS ONE」（2016） 

 

【背景】 

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災とそれに続く津波によって、福島第一原子力発

電所の事故が生じたため、長期的に放射性物質飛散が継続する未曾有の原子力災害を引き

起こし、避難区域の住民の精神衛生状態に影響を及ぼし続けています。過去の原子力災害

をみると、チェルノブイリ原発事故の健康への長期的影響として、心身における変調が主

要な問題のひとつとして指摘されています。すなわち、被ばく地域の住民においては、放

射線に対する不安、説明のつかない身体症状、主観的な健康不安などが見られました。 

今回の災害後にも、WHOはメンタルヘルスを主要な課題として挙げています。そこで、私

たちは原子力発電所事故後の避難生活者の精神衛生状態を調査するため、継続中の福島県

民健康調査の一環として、こころの健康度・生活習慣に関する調査を実施しました。 

 

【手法】 

ケスラー6項目心理的苦痛スケール（K6）を用いて、福島県の避難区域内に住んでいた 15

歳以上の避難生活者合計 73,569名（回答率：40.7％）の精神衛生状態を測定しました。次

に、K6の 12/13カットオフを用いて回答者を二分し、人口動態情報、社会経済変数、およ

び災害関連変数を含む各リスク要因に占める K6 スコアの 13 点以上と 12 点以下の割合を

比較しました。また、カイ二乗検定を用いて精神衛生状態と考えられる危険因子との間の

二変量解析も実施しました。さらに、修正ポアソン回帰モデルを用いた多変量回帰分析も

行いました。 

 

【結果】 

K6スコアの中央値は 5（四分位範囲：1-10）でした。心理的苦痛の件数は 8,717件（14.6％）

でした。災害関連リスク因子を含む、ほとんどすべての調査項目について、心理的苦痛の

有病率に有意な差が見られました。そのほとんどが、有病割合（PR）の増加を伴うもので

した。さらに、各避難区域における心理的苦痛は、それぞれの環境での放射能レベルと有

意に正の相関があることが判明しました（r = 0.768, p = 0.002）。 

 

【結論】 

地震、津波およびその後の原子力発電所の事故は、福島県の避難区域の住民の精神衛生状

態に深刻な影響を及ぼした可能性が高いと思われます。心理的苦痛と放射能レベルとの密
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接な関連性は、原子力発電所の事故が住民の精神的健康に深刻な影響を及ぼし、これがリ

スク認識の増大によってさらに悪化した可能性があることを物語っています。今後も避難

生活者の精神状態の悪化によるうつ病の発症や、それの基づく自殺企図等による震災関連

死を未然に防ぐためには迅速かつ適切な支援を行う必要があり、医療機関や行政が一体と

なった避難生活者への継続的な心理社会的介入が強く推奨されます。 
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参考論文３ 

横断的研究によって明らかにする東日本大震災後の避難生活者の心理的苦痛と

食事摂取との関連性：福島県民健康調査 

Association between psychological distress and dietary intake among evacuees after 

the Great East Japan Earthquake in a cross-sectional study: the Fukushima Health 

Management Survey 

福島県立医科大学疫学講座：上村真由、大平哲也、安村誠司、大津留晶、前田正治、針金

まゆみ、堀越直子、鈴木友理子、矢部博興、高橋秀人、永井雅人、中野裕紀、章ぶん、 広

崎真弓、 阿部正文 

掲載 「BMJ Open」（2016） 

 

【目的】 

心理的苦痛は一般的に、好ましくない食事摂取と関連性があります。しかし、大規模な災

害に遭った後の住民を対象にこのことが調査された例は過去にありませんでした。私たち

は、2011 年の東日本大震災後の避難生活者の食事摂取と非特異的精神的苦痛、並びに心的

外傷症状との関連性を明らかにすることを試みました。 

 

【手法】 

2012年に福島県民健康調査に回答した 63,047名の避難生活者（男性 27,901名、女性 35,146

名）を分析したこの横断的研究では、ケスラー6（K6）スケールを用いて非特異的精神的苦

痛を分析し、一方心的外傷症状は心的外傷後ストレス障害（PTSD）チェックリストのスト

レス要因特異版（PCL-S）を用いて評価しました。アウトカムは 19のターゲット食品の「低

頻度」（食事摂取頻度調査票による日次摂取が 25 パーセンタイル以下）としました。オッ

ズ比（OR）の推定にはロジスティック回帰分析を使用し、95%信頼区間については人口動

態因子、生活習慣関連因子および災害関連因子で調整しました。 

 

【結果】 

調査参加者のうち、14.7％が非特異的精神的苦痛を経験しており、21.2％が心的外傷症状を

示していました。多変数調整ロジスティック回帰分析によれば、前者は米、パン、魚、肉、

野菜または果物（ジュースを除く）、大豆製品、牛乳、ヨーグルトまたは乳酸菌飲料など特

定の食品の摂取頻度が低い可能性があり、一方後者もまた、米、パン、魚、肉、野菜また

は果物（ジュースを除く）、牛乳、ヨーグルトまたは乳酸菌飲料など特定の食品の摂取頻度

が低い可能性があるものの、こちらは逆に野菜ジュースや果物のジュースをより高頻度で

摂取していました。これらの食物摂取と非特異的精神的苦痛、並びに心的外傷症状との関

連性は、特に女性の間で顕著に見られました。 

 

【結論】 

東日本大震災後の避難生活者の心理的苦痛は、特定の食品の摂取頻度の低さと関連性があ

り、その関連性は特に女性の間で顕著に見られました。 
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参考論文４ 

東日本大震災と福島第一原子力発電所の事故後の精神的苦痛：2011 年度および

2012 年度の「福島県民健康管理調査」によるこころの健康度・生活習慣に関す

る調査の結果 

Psychological distress after The Great East Japan Earthquake and Fukushima Daiichi 

Nuclear Power Plant accident: results of a mental health and lifestyle survey through 

The Fukushima Health Management Survey in FY2011 and FY2012 

著者 矢部博興 1,2,鈴木友理子 3,4,、増子博文 1,2,、中山洋子 1,5,、久田満 1,6,、  丹羽真一

1,7,、 安村誠司 1,4,、山下俊一 1,8,、神谷研二 1,9、  阿部正文 1 

1 放射線医学県民健康管理センター、 2 福島県立医科大学医学部神経精神医学講座、 3 国

立精神・神経医療研究センター、 4 福島県立医科大学医学部公衆衛生学講座、 5 高知県

立大学看護学部、 6 上智大学総合人間科学部、 7 福島県立医科大学会津医療センター精

神医学講座、 8 長崎大学原爆後障害医療研究所、 9 広島大学原爆放射線医科学研究所 

掲載 「Fukushima Journal of Medical Science」（2014. 6月号） 

 

【背景】 

2011年 3月 11日、東日本大震災に続き、巨大な津波が日本の東北地方の太平洋岸を襲い、

東京電力の福島第一原子力発電所を破壊し、福島県全域に放射線災害をもたらしました。

福島県の居住者における外部および内部被ばく放射線量は、これまでのところ、いずれも

低いものと評価されており、それらが身体的状態に直接的な放射線リスクを生じさせる可

能性はほとんどないと考えられています。したがって、本報告の目的は、複雑な本事故の

後に精神衛生上の問題を生じるリスクがより高い居住者に対する適切なケアを提供するこ

とを意図した「こころの健康度・生活習慣に関する調査」の結果を記述することです。 

 

【参加者および方法】 

本調査の対象母集団は、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町、葛

尾村、南相馬市、田村市、川俣町の山木屋地区、および飯舘村を含む避難区域の居住者で

す。対象母集団は、2011年度において 210,189人、2012年度において 211,615人でした。

本災害の 10か月後および 22か月後の 2012年 1月、続いて 2013年 1月から調査票が郵送

されました。対象者のうち、2011年度では子供の 63.4%、成人の 40.7%、2012年度では子

供の 41.0%、成人の 29.7%に郵送された調査票に回答しました。 

 

【結果】 

社会人口統計学的データは、大惨事後に多くの避難者世帯が家族離散を経験し、何度も避

難場所を変えなければならなかったことを示していました。 

 

本調査では、全般的な精神健康状態を推定するために K6が使用されました。全般的な精神

健康状態に関し、K6のカットオフ値以上のスコア（13点以上）を示した成人の割合（2011

年度では 14.6%、および 2012年度では 11.9%）は通常より高く、避難者に深刻な精神健康
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上の問題があることを示唆しています。 

トラウマ反応を反映する PTSD チェックリスト（PCL）のカットオフ値以上のスコア（44

点以上）を示した成人の割合（2011 年度では 21.6%、および 2012 年度では 18.3%）は、

米国における世界貿易センタービル爆破事件後の作業員のものとほぼ同等でした。これら

の結果もまた、避難者が深刻な心的外傷を負っていることを示唆しています。 

 

子供における精神健康状態を反映する「子供の強さと困難さアンケート（Strengths and 

Difficulties Questionnaire）」（SDQ）のカットオフ値以上のスコア（16点以上）を示した

子供（4～6歳）と小学生年齢の子供（6～12歳）の割合は、2011年度の調査では 24.4%と

22.0%であり、それぞれ、通常の状態の 2倍でしたが、2012年度での 4～6歳の子供におけ

る 16.6%および 6～12歳における 15.8%は、1.5倍でした。これらの所見は、年毎に相対的

に改善されてはいるものの、子供に深刻な精神的困難さが存在することを示しています。 

 

【結論】 

今回のこころの健康度調査が示すように、地震と津波、その後に起こった原子力発電所事

故は、福島県民に精神的苦痛を引き起こしました。継続的な調査およびメンタルヘルスケ

アのプログラムが必要と考えられます。 
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参考論文５ 

東日本大震災における若年被災者をもつ親への電話支援について 

福島県「県民健康調査」から 

著者：及川 祐一(福島県立医科大学放射線医学県民健康管理センター), 前田 正治, 高橋 紀

子, 柏崎 佑哉, 上田 由桂, 久田 満, 中山 洋子, 増子 博文, 矢部 博興, 安村 誠司 

掲載 トラウマティック・ストレス (1348-0944)15巻 1号 Page69-75(2017.06) 

 

今回の東日本大震災による複合的災害で多大な影響を受けた福島県において、沿岸部に

在住する住民約 21万人に対して質問紙調査を行い、あわせて電話や文書による支援を行っ

た。 

その中でも子どもを持つ親に対して行った支援について、親から語られた困難さと、電

話支援の有用性と限界について論じた。 

電話支援内容から、多くの母親が不安や困難を抱き子どもとの間で相互的な影響を及ぼ

していることが明らかとなった。 

また、このような架電サービスは、今般の災害のように大量の被災者が広域に散在した

場合には、きわめて有効な支援となり得る一方で、直接的な、あるいは継続的な支援がで

きない等の限界もあった。 

地域の支援ネットワークといかに有機的に連携を図るかが、このような架電サービスの

成功の鍵を握ると考えられた。 
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